【様式１号】

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　　　　　　　　　　　殿
住　　　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

提案参加資格申請書
　次の提案に参加表明しますので、関係書類を添付の上、申請します。

　１　提案に付する業務名　
やまなし水素・燃料電池ＰＲ促進事業（国内メディアツアー事業）
　２　添　 付　 書　 類
○会社概要等整理表【様式２号】
○会社概要が把握可能な書類（会社パンフレットなど）
○企画提案書【様式３号】
○見積書【様式３－１号】
○誓約書【様式５号】
【様式２号】
会 社 概 要 等 整 理 表

	企画提案者
	会社（団体）名
	連絡担当

者
	所　　属

	
	
	
	役職・氏名

	
	所　在　地
	
	

	
	
	
	電話番号（内線）

	
	ホームページアドレス
	
	ＦＡＸ

	
	
	
	E-mail


＜会社（団体）の概要＞

	設 立 年 月
	
	資本金（百万円）
	

	売上金（百万円）
	 
	従業員数（人）
	

	山梨県との契約を行う事業所（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	
	関 連 会 社
	


· 会社概要など参考となる資料を添付してください。

　＜本事業に関連する取り組みの実績＞

	事業名等
	

	主な内容
	

	業務名等
	

	主な内容


	


【様式３号】
やまなし水素・燃料電池ＰＲ促進事業
（国内メディアツアー事業）業務委託
企画提案書
社　名　　　　　　　　　　　　

目　次

[内容点]

１　事業実施の基本方針、業務内容、実施方法、実施計画等
　　　・事業実施の方針、内容、方法、計画（日程）等をご提案ください。
２  全国に向けた本県の本分野に係るＰＲにつながる提案（自由提案）
　　　・本事業により山梨県内のみならず山梨県外へのＰＲにつながる計画等をご提案ください。
３  新型コロナウイルス感染症の対応
　　・メディアツアー時の対応等をご提案ください。
４  類似事業の経験、専門知識、組織としての事業実施能力、体制等
・過去の実績（受託実績等）や蓄積されたノウハウやネットワーク、事業体制等についてご提案ください。
　　　
[価格点]
【様式３－１号】
５  見積価格
　※企画提案書作成の際には、必ず別紙「評価基準」をご確認ください。
	１　事業実施の基本方針、業務内容、実施方法、実施計画等

	


	２　全国に向けた本県の本分野に係るＰＲにつながる提案（自由提案）

	

	３　新型コロナウイルス感染症の対応

	

	４　類似事業の経験、専門知識、組織としての事業実施能力、体制等

	


【様式３－1号】
やまなし水素・燃料電池ＰＲ促進事業
（国内メディアツアー事業）業務委託企画提案書
５　見積価格
１　社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　見積価格 計
金　　　　　     　　　　円（消費税及び地方消費税相当額を含む）
※　別途積算内訳を添付（様式自由）
※この文書を含めて以下は留意事項です。提案書提出時には削除してください。
①　消費税については１０％で算出をしてください。
②　見積価格は「やまなし水素・燃料電池ＰＲ促進事業（国内メディアツアー事業）業務委託仕様書」に記載した委託業務内容を受託するのに必要な金額を記載してください。
　
【様式４号】

	山梨県産業労働部成長産業推進課　あて
E-Mail：seichosangyo@pref.yamanashi.lg.jp
送付日：　令和　　年　　月　　日




質　問　提　出　書
	会　社　名
	
	住　所
	

	　所属部署名
	
	　ＴＥＬ
	

	　質問者氏名
	
	　ＦＡＸ

　E-Mail
	

	


【様式５号】
誓　　　　約　　　　書

私は、下記の事項について誓約します。

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者
２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
　　　　　　 　　　　　 〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕
（ふりがな）　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 
生年月日　　　　　年　　月　　日
� eq \o\ac(○,印)�








